
 

 
 

 中国「経済危機」見逃すな 台湾前総統、李登輝氏が講演  
日本企業に警告  
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  来日中の台湾前総統、李登輝氏（８４）は７

日、都内のホテルで「２００７年とその後の世界

情勢」と題する講演を行った。そのなかで李氏

は中国の国有商業銀行の不良債権率は６割に

達するとの見方を示し、「０７年の中国政治の

焦点は、深刻な国内経済問題となり、胡錦濤政

権は人事統制で経済をコントロールしようとす

るだろう」と指摘した。また、米国の影響力が相

対的に低下する中で「中国とロシアがより侵略

的な行動に出るだろう」と述べ、米国中心の国

際秩序に中露が挑戦するとの見方も示した。

（河崎真澄）  

 

 ≪安倍政権を評価≫  

 

 この日の講演には約１３００人が集まった。中国、ロシア以外にも日本や台

湾、韓国やタイ、ベトナム、中東などまで突っ込んだ情勢分析を行った。講演

で李氏は、安部晋三政権の日本が「世界第２の経済体にふさわしい政治的地

位と影響力を追求し、普通の国家に転換しようとしている」との表現で、間接的

 

国際情勢についての講演を行う李

登輝氏（７日、東京・虎ノ門のホテ

ルオークラ） 
 

  



に安部政権の方針を支持した。５月３０日の来日後、世界情勢に関して、李氏

がここまで踏み込んだ発言を行ったのは初めて。  

 

 中国情勢について李氏は、「（１９９７年の）アジア通貨危機を専門家が見抜

けなかったように、見せかけの高度経済成長にまどわされて、中国の経済危

機の深刻さを正確に測ることができない」と厳しく指摘した。  

 

 不良債権など金融危機に加え、都市と農村の格差が暴発的な動きとならな

いよう、「宇宙計画や北京五輪、日本との歴史問題などに大衆の注意をそらす

愚民政策の方針に転じている」と中国の現状を分析した。「欧米からの対中投

資は減少している」とも述べ、さらに対中進出意欲を強めようとしている日本企

業などに“警告”を発した。  

 

 ≪米中が権力競争≫  

 

 また李氏は、０７年における中国の対外戦略の確信となるのが「米国と台湾

だ」と話した。０８年の大統領選を経て０９年に新大統領が米国の力を取り戻そ

うとするとき、「米国が東アジアで中国と激しい権力競争を繰り広げて、米中は

太平洋争奪戦時代に突入する」と予測した。その背景として中国が、「東アジ

アの政治の主導をもくろんでいる」点があるという。  

 

 李氏はまた、０８年になると中国では胡錦濤氏がさらに力を得た最高指導者

となる一方、胡氏にとって国際政治における最大のライバルながら、任期最後

の年となって影響力を弱めるブッシュ米大統領を対比。相対的に中国が国際

社会で強力なプレーヤーとしてふるまうとの懸念を強調した。  

 

 台湾海峡について李氏は、「中国当局の関心は０８年の台湾総統選にあり

（野党で親中派の）国民党の候補者の当選を期待している」との見方を示し



た。しかし中国は国民党への影響力だけでなく、陳水扁総統の与党である「民

進党内部への働きかけも積極化させる」とも分析し、台湾内部の分断も含む

統一工作を進めるとの警戒感を示した。  

 

 日本に対しては、（１）憲法改正による自衛隊の海外での作戦任務（２）教育

基本法の修正による国民のアイデンティティー（帰属意識）の高揚（３）国家安

全保障会議（ＮＳＣ）成立による防衛体制の強化－などに李氏は肯定的な見

方を示し、「強い内閣は日本にとって大切なことだ」と結論づけた。  

 

 李氏はこうした冷静な分析を今回の講演で示すことで、とりわけ中国市場に

過大な幻想を抱く経済界など、日本人に厳しい国際情勢の現実に目を開かせ

ようとしたものとみられる。李氏は９日午前には、東京・有楽町の外国人特派

員教会で記者会見を行った後、成田発の中華航空機で台湾に戻ることにして

いる。  

 

                   ◇  

 

【李登輝氏の講演要旨】  

 

 多くの人々が中国経済の高度成長に惑わされ、危機の存在を否定するが的

外れだ。重要な事は世界が中国の金融危機をいつ認識するのか、中国政府

は如何に問題を処理するのかなどだ。中国政府は経済問題が引き起こす衝

撃を緩和する政策に転じており、この中には宇宙計画や北京五輪開催、日本

との歴史問題など、大衆の注意力を他の議題にそらすことも含まれている。  

 

 ブッシュ米大統領の弱体化により、米国は一時的に東アジアにおける主導

権を失う。即ち、東アジアでは域内に限定された権力闘争が繰り広げられ、そ

の主軸となるのが中国と日本だ。日本は安倍政権時代に、中国と対等に張り



合う力を持てるよう努力しなければならない。  

 


